
　
2026年８月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

2025年８月14日

上場会社名 燦ホールディングス株式会社 上場取引所                  東

コード番号 9628 ＵＲＬ  https://www.san-hd.co.jp

代表者 （役職名）代表取締役社長 （氏名）播島　聡

問合せ先責任者 （役職名）取締役執行役員経営企画部長 （氏名）横田　善行 ＴＥＬ  06-6226-0038

配当支払開始予定日 －

決算補足説明資料作成の有無：無

決算説明会開催の有無      ：無

（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年８月期第１四半期 9,154 65.9 901 6.7 861 △0.3 582 5.7

2025年３月期第１四半期 5,518 8.6 845 11.0 863 12.7 551 10.9

（注）包括利益 2026年８月期第１四半期 582百万円 （5.7％） 2025年３月期第１四半期 551百万円 （10.9％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年８月期第１四半期 28.48 －

2025年３月期第１四半期 27.01 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年８月期第１四半期 59,491 37,237 62.6

2025年３月期 63,053 37,172 59.0

（参考）自己資本 2026年８月期第１四半期 37,237百万円 2025年３月期 37,172百万円

年間配当金

第１四半期末第２四半期末第３四半期末第４四半期末第５四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 12.00 － － － 25.00 37.00

2026年８月期 －

2026年８月期（予想） － 28.50 － － 28.50 57.00

（％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 59,300 － 6,470 － 6,310 － 3,520 － 171.99

１．2026年８月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注１）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：有

（注２）決算期変更に伴い、2025年4月1日から2026年3月31日の12ヶ月間の配当予想から、2025年4月1日から2026年8月31日の17ヶ月間の配当予想

への修正となります。

３．2026年８月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年８月31日）

（注１）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有

（注２）決算期変更に伴い、2025年4月1日から2026年3月31日の連結業績予想から、2025年4月1日から2026年8月31日の連結業績予想への修正とな

り、当事業年度が17ヶ月決算となるため、増減率の記載は省略しております。

（注３）「１株当たり当期純利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数については、2025年６月30日現在の発行済株式数（自己株式数を除く）

を使用しております。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年８月期１Ｑ 23,000,000株 2025年３月期 23,000,000株

②  期末自己株式数 2026年８月期１Ｑ 2,534,520株 2025年３月期 2,535,420株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年８月期１Ｑ 20,465,094株 2025年３月期１Ｑ 20,409,934株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）期末自己株式数および期中平均株式数の計算において控除する自己株式には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式が含

まれております。（2025年３月期１Ｑ261,900株、2026年８月期１Ｑ258,300株）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての
注意事項等については、添付資料Ｐ.４「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説
明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間（以下、当期）におけるわが国経済は、一部に弱めの動きもみられますが、雇用・所得環

境の改善やインバウンド需要の増加等により緩やかに回復しています。一方で、各国の通商政策等の影響など、経済と

物価をめぐる不確実性は高い状況が続いております。

当社が事業展開をしている葬儀業界では、65歳以上の高齢者人口の増加を背景に、葬儀に関する潜在ニーズは2040年

まで継続的な増加が見込まれております。一方で、故人との大切な最後のお別れの場である葬儀の本質は変わりません

が、家族を中心に近しい人だけで行う家族葬のほか一日葬など、葬儀の形態が多様化しており葬儀施行単価の下落に繋

がっております。加えて、葬儀事業者による葬祭会館の新規出店やインターネットによる葬儀紹介会社の台頭により、

特に小規模葬儀のサービス提供をめぐる競争が激化しております。また近年、葬儀業界及びライフエンディング業界に

おけるM&Aが増加しており、業界全体の再編が進む状況下にあります。

当社は2032年に迎える創業100年に向けて当社グループが進むべき方向、ありたい姿を定めた「10年ビジョン」にお

いて掲げた「葬儀事業の拡大」および「ライフエンディングサポート事業の拡大」の達成を目指し「中期経営計画

（2025年度～2027年度）」を推進しております。

上記、中期経営計画の重点項目である「葬儀事業の拡大」においては、自社による新規出店とM&Aによる全国主要都

市への店舗網の拡大により、「10年ビジョン」で掲げた2031年度にグループで550会館の出店を目指しております。

2025年６月末現在で、自社会館数は276会館となり、16都道府県で展開しております。今後も、日本最大の上場葬儀事

業会社として、さらなる成長を目指してまいります。

もう一つの重点項目である「ライフエンディングサポート事業の拡大」においては、シニア世代のライフエンディン

グ・ステージを通じて様々な価値を提供することで、多くのシニア世代とそのご家族のクオリティ・オブ・ライフの向

上に貢献することをめざしております。2025年６月に子会社化した㈱クニカネクストは、訪問医療マッサージサービス

を京都市伏見区、大阪府守口市、滋賀県大津市、東京都府中市、埼玉県川越市で展開しており、当社グループで展開し

ているリハビリ特化型デイサービスとの高い親和性が見込まれます。人財の有効活用や集客面での相乗効果が期待で

き、高品質なケアを通じて、安心な暮らしの実現を目指してまいります。

当期の連結業績は、営業収益が91億54百万円となり、前年同四半期（以下、前年同期）比65.9％の増収、営業利益は

９億１百万円と前年同期比6.7％の増益となりました。経常利益については８億61百万円と前年同期比0.3％の減益とな

りました。税金費用を差し引いた親会社株主に帰属する四半期純利益は５億82百万円と、前年同期比5.7％の増益とな

りました。

当期のグループ葬祭各社の葬儀施行収入は、前年同期比81.2％の増収となりました。グループ全体の葬儀施行件数

は、㈱きずなホールディングスの連結子会社化により前年同期比97.2％増加し、葬儀施行単価は、葬儀施行件数全体に

占める家族葬の割合が増えたため、前年同期比8.1％減少しました。葬儀に付随する商品の販売やサービス提供による

収入は、後日返礼品販売と、葬儀後の手続き等の手数料収入を中心に前年同期比増収となりました。

費用については、㈱きずなホールディングスを連結子会社化した影響により、営業費用は前年同期比74.8％の増加と

なりました。また、販売費及び一般管理費は、のれん償却額や、将来の事業成長に備えた人員採用に係る採用費の増

加、人件費等により増加いたしました。以上により販売費及び一般管理費は前年同期比94.3％増加しました。

当社グループの報告セグメントは、「公益社グループ」、「葬仙グループ」、「タルイグループ」、「きずなグルー

プ」、「持株会社グループ」を報告セグメントとしております。なお、「公益社グループ」には、㈱公益社に加え、㈱

公益社の葬儀サービスのサポートのほか、介護サービス事業や高齢者施設での食事の提供等を行うエクセル・サポー

ト・サービス㈱および、終活関連WEBプラットフォーム事業を行うライフフォワード㈱を含んでおります。当期のセグ

メント別の経営成績は次の通りです。

（ア）公益社グループ

公益社グループの中核会社である㈱公益社においては、一般葬儀（金額５百万円以下の葬儀）を中心に葬儀施行

単価が上昇しました。近畿圏では低価格帯葬儀における競争激化により、また首都圏では死亡者数が前年同期を下

回って推移したことにより、葬儀施行件数は前年同期を下回りました。これらの結果、葬儀施行収入は前年同期並

みとなりました。また、葬儀に付随する商品の販売やサービス提供による収入は、後日返礼品販売と葬儀後の手続

き等の手数料収入を中心に前年同期比増収となりました。
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費用については、新規出店に伴う運営経費の増加、ならびに地代家賃等の増加により、前年同期比増加しまし

た。

この結果、当セグメントの売上高は45億65百万円（前年同期比0.5％減）、セグメント利益は３億88百万円（前

年同期比26.2％減）となりました。

（イ）葬仙グループ

㈱葬仙を中心とする葬仙グループにおいては、一般葬儀を中心に葬儀施行単価が上昇しました。葬儀施行件数も

増加し、葬儀施行収入は前年同期比6.1％の増収となりました。会葬者の増加に伴い後日返礼品をはじめとする、

葬儀に付随する商品の販売やサービス提供による収入も前年同期比増収となりました。

この結果、当セグメントの売上高は３億87百万円（前年同期比7.2％増）、セグメント利益は35百万円（前年同

期比32.6％増）となりました。

（ウ）タルイグループ

タルイグループの㈱タルイにおいては、死亡者数が前年同期を下回る水準で推移したことに伴い、一般葬の葬儀

施行件数が減少したものの、葬儀施行単価が上昇し、葬儀施行収入は前年同期並みとなりました。葬儀に付随する

商品の販売やサービス提供による収入は、後日返礼品販売が増加したため、前年同期比増収となりました。

費用については、新規出店に伴う運営経費の増加、ならびに地代家賃等の増加により、前年同期比増加しまし

た。

この結果、当セグメントの売上高は４億89百万円（前年同期比2.8％増）、セグメント利益は68百万円（前年同

期比30.0％減）となりました。

（エ）きずなグループ

きずなグループは、2024年９月に連結子会社化した㈱きずなホールディングスおよびその子会社である㈱家族葬

のファミーユ、㈱花駒、㈱備前屋にて構成されております。

当セグメントの売上高は36億62百万円、セグメント利益は、のれん償却額を１億78百万円計上したため、２億12

百万円となりました。

（オ）持株会社グループ

持株会社グループの燦ホールディングス㈱においては、不動産管理収入が増加し前年同期比12.1％の増収となり

ました。

営業費用は、主に新規出店に伴う地代家賃等の固定費が増加しました。販売費及び一般管理費においては、外部

委託費等が増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は36億56百万円（前年同期比12.1％増）、セグメント利益は26億48百万円（前

年同期比13.9％増）となりました。

（２）当四半期の財政状態の概況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は112億90百万円となり、前連結会計年度末（以下、前期末）比

39億76百万円減少しました。これは主に、未払法人税等の支払により現金及び預金が36億60百万円減少したことに

よるものです。

また、固定資産は482億円となり、前期末比４億14百万円増加しました。これは主に、新規会館投資に伴う建物

及び構築物の増加により有形固定資産が６億30百万円増加したことと、のれん償却の進行により無形固定資産が２

億39百万円減少したことによるものです。

この結果、総資産は594億91百万円となり、前期末比35億62百万円減少しました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は65億40百万円となり、前期末比31億24百万円減少しました。こ

れは主に、営業未払金が４億30百万円、短期借入金が５億円、未払法人税等が18億35百万円、賞与引当金が３億65

百万円、それぞれ減少したこと等によるものです。

固定負債は157億13百万円となり、前期末比５億３百万円減少しました。これは主に、長期借入金が６億19百万

円減少したことによるものです。

この結果、負債合計は222億53百万円となり、前期末比36億27百万円減少しました。
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（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は372億37百万円となり、前期末比65百万円増加しました。こ

れは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益５億82百万円を計上する一方、剰余金の配当５億18百万円を支払っ

たことによるものです。

この結果、自己資本比率は前期末比3.6ポイント上昇し、62.6％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社は、2025年５月８日付「決算期(事業年度の末日)の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ」のとおり、

決算期変更を発表しており、2025年６月25日開催の第96期定時株主総会において、事業年度を毎年９月１日から翌

年８月31日までとする変更を決議しております。

決算期変更の経過期間となります第97期事業年度は、2025年４月１日～2026年８月31日までの17ヶ月の変則決算

となります。そのため、2025年５月８日に公表しております12ヶ月決算をベースとした業績予想に、2024年９月の

TOB実施による㈱きずなホールディングスの連結子会社化の影響、および最近の業績動向を踏まえ、2025年４月１

日から2026年８月31日までの17ヶ月間の通期業績予想数値へ変更をいたします。

また、配当予想につきましては、決算期間が12ヶ月から17ヶ月となることを勘案し、一株当たり57円に修正させ

ていただきます。

（注）上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,663 9,003

営業未収入金及び契約資産 1,708 1,329

商品及び製品 176 176

原材料及び貯蔵品 56 59

その他 675 735

貸倒引当金 △13 △13

流動資産合計 15,267 11,290

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 15,988 16,926

土地 13,107 13,107

リース資産（純額） 1,367 1,422

その他（純額） 1,152 789

有形固定資産合計 31,615 32,246

無形固定資産

のれん 11,278 11,094

商標権 836 822

その他 809 768

無形固定資産合計 12,924 12,685

投資その他の資産

長期貸付金 216 211

投資有価証券 162 229

差入保証金 1,767 1,833

その他 1,116 1,012

貸倒引当金 △17 △18

投資その他の資産合計 3,245 3,268

固定資産合計 47,786 48,200

資産合計 63,053 59,491

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

営業未払金 1,482 1,051

短期借入金 500 －

１年内返済予定の長期借入金 2,531 2,530

リース債務 176 179

未払法人税等 2,268 433

賞与引当金 681 315

役員賞与引当金 59 9

その他 1,965 2,019

流動負債合計 9,664 6,540

固定負債

長期借入金 13,588 12,968

リース債務 998 1,045

資産除去債務 1,270 1,332

従業員株式給付引当金 69 72

長期預り金 290 294

長期未払金 1 1

固定負債合計 16,217 15,713

負債合計 25,881 22,253

純資産の部

株主資本

資本金 2,568 2,568

資本剰余金 5,488 5,488

利益剰余金 31,003 31,068

自己株式 △1,888 △1,887

株主資本合計 37,172 37,237

純資産合計 37,172 37,237

負債純資産合計 63,053 59,491
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

営業収益 5,518 9,154

営業費用 4,230 7,393

営業総利益 1,287 1,761

販売費及び一般管理費

役員報酬 44 82

給料 107 173

賞与 22 6

賞与引当金繰入額 20 6

役員賞与引当金繰入額 13 9

貸倒引当金繰入額 △2 1

減価償却費 31 75

のれん償却額 5 184

その他 199 319

販売費及び一般管理費合計 442 859

営業利益 845 901

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

持分法による投資利益 12 16

雑収入 6 7

営業外収益合計 19 25

営業外費用

支払利息 0 45

雑損失 1 20

営業外費用合計 1 65

経常利益 863 861

特別利益

固定資産売却益 － 0

その他 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産除却損 2 2

特別損失合計 2 2

税金等調整前四半期純利益 861 858

法人税、住民税及び事業税 71 159

法人税等調整額 238 116

法人税等合計 309 275

四半期純利益 551 582

親会社株主に帰属する四半期純利益 551 582

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

四半期純利益 551 582

四半期包括利益 551 582

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 551 582

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（財務報告の枠組みに関する注記）

　四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第

２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成している。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日）

減価償却費 244百万円 504百万円

のれん償却額 5百万円 184百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次の

とおりであります。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

公益社
グループ

葬仙
グループ

タルイ
グループ

きずな
グループ

持株会社
グループ

計

売上高

葬儀施行収入 3,604 320 443 － － 4,369 － 4,369

その他 972 40 32 － － 1,045 － 1,045

顧客との契約か

ら生じる収益
4,577 361 476 － － 5,415 － 5,415

その他の収益 － － － － 103 103 － 103

外部顧客への売

上高
4,577 361 476 － 103 5,518 － 5,518

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

12 － － － 3,158 3,170 △3,170 －

計 4,589 361 476 － 3,262 8,689 △3,170 5,518

セグメント利益 526 26 97 － 2,325 2,976 △2,112 863

（単位：百万円）

金額

持株会社が連結子会社から受

け取った配当金の相殺消去額
△2,110

債権債務の相殺消去に伴う貸

倒引当金の調整額
△1

合計 △2,112

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2024年４月１日 至2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益の調整額の内容は以下のとおりであります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

公益社
グループ

葬仙
グループ

タルイ
グループ

きずな
グループ

持株会社
グループ

計

売上高

葬儀施行収入 3,609 340 448 3,521 － 7,919 － 7,919

その他 938 47 41 140 － 1,167 － 1,167

顧客との契約か

ら生じる収益
4,548 387 489 3,662 － 9,087 － 9,087

その他の収益 － － － － 67 67 － 67

外部顧客への売

上高
4,548 387 489 3,662 67 9,154 － 9,154

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

17 0 － 0 3,588 3,607 △3,607 －

計 4,565 387 489 3,662 3,656 12,762 △3,607 9,154

セグメント利益 388 35 68 212 2,648 3,352 △2,491 861

（単位：百万円）

金額

持株会社が連結子会社から受

け取った配当金の相殺消去額
△2,491

債権債務の相殺消去に伴う貸

倒引当金の調整額
0

合計 △2,491

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2025年４月１日 至2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益の調整額の内容は以下のとおりであります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年8月14日

燦ホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙見　勝文

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 安場　達哉

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 古田　尚美

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている燦ホールディングス株式会社の2025年４月１日から

2026年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）及び第１四半

期連結累計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

- 13 -

燦ホールディングス㈱ （9628）　2026年８月期　第１四半期決算短信


